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得するもの〔の裏返し〕である。しかし、そうではあっても、ロボットに我々を
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した本人が賠償責任を負うとき（本人の所為による責任 responsabilité du fait per­
sonnel）、帰責と因果関係は混同され、フォートに基づく所為をなした本人には
責任がないと宣言され、他人が賠償責任を負うとき（他人の所為による責任 re­





















































































改正草案1239条 1 項に示されている。「責任は、被告に帰せられる所為（fait imputé）と侵
害の間の因果関係の存在を前提とする。」
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440　　早法 95 巻 4 号（2020）
は、将来において、意義深い発展変化を遂げるかもしれない。それは、賠償とい





































































正統に保護される利益の侵害 lésion d’un intérêt légitime protégé として理解さ
れる〔訳注：上記破毀院大法廷判決中にこの表現はなく、学説が論じるところである。
参照、中田裕康「侵害された利益の正当性―フランス民事責任論からの示唆―」一橋大









































































































































446　　早法 95 巻 4 号（2020）
　本論前半の考察の延長線上において、アルゴリズムの使用と非財産的損害の算
定との間の適合性さえも検討することが可能である。
　所知のように、この損害項目にかかわる侵害では、被害者の人格との接触がも
っと直接的になる。それら損害項目は、ある意味では、内面のさらに奥深いとこ
ろに緊密にかかわっている。したがって、この非常に個人的な損害の算定を感受
性の与えられていないアルゴリズムにゆだねることは、一つの目安としてであっ
ても、躊躇されるかもしれない。
　ということはつまり、現状においては、裁判官の関与が不要となるとは考えら
れないのである。
（小野寺倫子）
